
氷見市立地適正化計画 〔概要版〕

１ 立地適正化計画の概要

本市では、著しい少子高齢化や人口減少等
を踏まえ、平成31年３月に「氷見市立地適正
化計画」を策定し、まちづくりの方針に基づ
いて都市の再構築を図り、本市が培ってきた
都市構造を将来的に維持するための取組を展
開してきました。
本改定では、計画の進捗を確認しながら、

近年全国各地で頻発化・激甚化する自然災害
の発生や令和６年能登半島地震の影響を踏ま
え、内容を更新します。

■計画区域

都市計画区域（氷見市全域）

■計画期間

平成31（2019）年度～令和20（2038）年度

■計画の位置づけ

氷見都市計画区域
マスタープラン
（富山県策定）

氷見市
立地適正化

計画
氷見市地域

公共交通計画

氷見市
地域防災計画

氷見市まち・
ひと・しごと
創生総合戦略

氷見市総合計画

氷見市国土
強靱化地域計画

氷見市
都市計画

マスタープラン

即す

整合 整合

整合・連携

・公共施設再編計画 ・氷見まちなかグランドデザイン
・環境基本計画 ・緑の基本計画
・観光振興ビジョン ・景観計画
・空家等対策計画 ・農業振興地域整備計画
・耐震改修促進計画 ・流域治水プロジェクト（富山県）等

各種関連計画

２ まちづくりの方向性（ターゲット）

市が目指す都市構造の実現に向けて、まちづくりの方針(ターゲット)を以下のように設定します。
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3 誘導区域・施設の設定

以下の設定基準により、災害の危険性が高い区域等を除き
ながら「都市機能誘導区域」「居住誘導区域」を設定しま
す。また、広域的な交流を創出する拠点及び交流を支える
担い手を育成する拠点などの機能を有する施設として「誘
導施設」を定めます。

都市機能誘導区域

●主要な各種都市機能が集積している区域
●将来の都市機能誘導施設の種地である公共空地が存在する区域
●各地域からの公共交通等によるアクセスが良好で、移動の利便
性が高い区域

居住誘導区域

●公共交通の利用圏域に含まれていること
●都市機能誘導区域より500ｍの範囲（高齢者の徒歩圏内）
●市民の利用頻度が高い主な公共施設等(市役所・氷見駅・市民
病院）から800ｍの範囲（一般的な10分徒歩圏内)

●公共交通の利用圏内に含まれる国道160号・415号の交差点から
概ね半径800ｍの範囲

●人口密度が高い水準を維持すると予測されること

誘導施設

●認定こども園
●図書館
●多目的ホール
（200㎡以上）

方針
１

公共施設の集約・再編と公民連携による
公共空地の利活用

老朽化した公共施設の施設再編等により、施設の管理運営やサー
ビス提供に係る人的経費、その他経費の削減を図ります。

方針
２

中心市街地への子育て世代の定住促進

中心市街地への子育て世代の定住促進に向け、子育て支援拠点の
整備や住宅団地造成及び居住者への財政や金融的支援を図ります。

方針
３

利便性向上による路線・
市街地循環バス利用者の増加

公共交通の利便性向上によりサービスを維持し、徒歩や公共交通
で誰もが安心して暮らし続けられるまちづくりに努めます。

方針
４

行政・住民・事業者等の連携による
地域防災力の向上

居住誘導区域の災害リスク低減に向け、基盤整備や耐震化、避難
体制の充実等により、地域の総合的な防災力向上に努めます。

本改定で
方針追加

本改定で
施策見直し

本改定で
施策見直し

本改定で
施策見直し

※住宅の建築が制限されている地域、
  災害の危険性が高い区域は除きます。
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４ 誘導施策

2

計画の進捗状況や防災指針の追加により、誘導施策を更新・拡充して計画を推進します。

指標
目標値

基準値 現在値 目標値

公共施設の延べ床面積
の縮減

20.8万㎡
（2018）

21.5万㎡
（2023）

17.2万㎡
(2038)

人口密度の維持※ 31.3人/ha
（2015）

28.5人/ha
（2020）

31.3人/ha
(2035)

住宅団地造成面積※ 0.8ha/10年
(2009-2018)

1.8ha/5年
(2019-2023)

3.0ha/10年
(2019-2028)

ＩＪＵ応援センター紹介
による移住者数※

15人/年
(2017)

26人/年
(2022)

30人/年
(2038)

空き家・空き地情報
バンク利用者数※

6件/年
(2017)

11件/年
(2022)

12件/年
(2038)

路線・市街地循環バス
利用者数

46万人/年
(2016)

35万人/年
(2021)

57万人/年
(2038)

防災士数【追加】
115人

（2023）
115人

（2023）
250人

（2028）

６ 目標・効果

施策の達成状況とその効果(どのような市民利益がもたらされるの
か)を把握できるよう目標値を設定し、計画の進捗管理を図ります。

※居住誘導区域内、各指標の詳細は計画書に記載

指標
目標値

基準値 現在値 目標値

公共施設の維持管理費の
削減

22.3億円/年
(2015)

20.7億円/年
(2021)

18.4億円/年
(2038)

公示地価(市街地)の
維持による税収安定化

47,000円/㎡
(2018)

43,000円/㎡
(2022)

47,000円/㎡
(2038)

路線・市街地循環バスの
行政負担の軽減

2.0億円/年
(2016)

1.6億円/年
(2021)

1.3億円/年
(2038)

地区防災計画の策定数
【追加】

３地区
（2023）

11地区
（2023）

22地区
（2028）

＜施策の達成状況を把握するための指標と目標値＞

＜施策による効果を把握するための指標と目標値＞

居住誘導区域（都市機能誘導区域を含む）

●住宅取得者への財政・金融的支援

●優良な住宅地の整備の促進【拡充】

●ＩＪＵターン希望者への情報提供・支援強化による
移住・定住の推進

●空き家･空き地(都市のスポンジ化)対策の推進

●景観資源を生かした地域の魅力向上【追加】

●災害に強い道路ネットワークの整備及び避難
拠点へのアクセス向上【追加】

●中心市街地における空き家対策事業の推進【追加】

都市機能誘導区域

●集約後施設や施設跡地の利活用【更新】

●子どもが安心して遊び、学ぶことができる
市街地の公園や子ども向け図書館の整備

●空き店舗・空き家を利用した開業支援
（補助金、研修）

●総合交通結節点の機能強化【更新】

（JR氷見駅及び周辺）

●公共施設再編計画の推進【追加】

●路線・市街地循環バスの運行形態の見直
しによる商業施設や観光施設等へのアク
セス性の向上

●公共交通利便性の向上

●城端線・氷見線鉄道事業再構築による北
陸新幹線との接続性向上

●避難計画の作成促進【追加】

●自主防災組織の強化【追加】

●市民等への啓発活動【追加】

●方針１ 公共施設の集約・再編と公民連携による公共空地の利活用
●方針２ 中心市街地への子育て世代の定住促進
●方針３ 利便性向上による路線・市街地循環バス利用者の増加
●方針４ 行政・住民・事業者等の連携による地域防災力の向上【追加】

●災害発生時における連携体制の整備【追加】

●避難所としての機能充実【追加】

●土砂災害等の対策の推進【追加】

●洪水災害の対策推進【追加】

●インフラ耐震化の促進【追加】

●住宅・建築物の耐震化の促進【追加】

●緊急輸送道路の無電柱化の検討【追加】

●海岸保全施設の老朽化対策【追加】

●津波避難経路の確保【追加】

●ため池の防災対策の推進【追加】

市全体

5 届出制度

都市再生特別措置法の規定に基づき、「居住誘導区域外」「都市機能誘導区域外」において、以下
の一定の開発行為又は建築行為等を行おうとする場合、工事に着手する30日前までに市への届出が必
要となります。
また、「都市機能誘導区域内」において誘導施設の休廃止をしようとする場合にも、休廃止しよう

とする日の30日前までに市への届出が必要となります。

・３戸以上の住宅の建築目的の開発行為

・１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為で、その規模
が1,000㎡以上のもの

・３戸以上の住宅を新築しようとする場合

・建築物を改築し、または建築物の用途を変更して３戸以
上の住宅とする場合

・誘導施設を有する建築物の開発行為を行う場合

・誘導施設を有する建築物を新築する場合

・改築又は用途変更して誘導施設を有する建築物と
する場合

＜居住誘導区域外で対象となる行為＞ ＜都市機能誘導区域外で対象となる行為＞
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